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は
ワ
ヒ
ド
＝
メ
ガ
ワ
テ
ィ
政
権
期
と
同

じ
四
・
五
％
で
あ
っ
た
。
つ
ま
り
、
購

買
力
で
は
か
っ
た
実
質
所
得
の
成
長
率

は
前
政
権
か
ら
変
化
し
て
い
な
か
っ
た

こ
と
に
な
る
（
図
２
）。

　

内
需
主
導
の
経
済
成
長
と
は
、
家
計

の
恒
常
所
得
の
増
大
を
通
じ
た
消
費
の

増
加
に
よ
る
経
済
成
長
で
あ
る
と
考
え

ら
れ
て
い
る
。
恒
常
所
得
の
変
化
を
反

映
し
て
い
る
と
さ
れ
る
実
質
国
内
総
所

得
の
成
長
率
に
変
化
が
み
ら
れ
な
か
っ

た
こ
と
を
ふ
ま
え
る
な
ら
ば
、
ユ
ド
ヨ

ノ
政
権
期
は
、
内
需
主
導
と
い
う
よ
り

は
、
む
し
ろ
輸
出
増
と
い
う
外
需
の
貢

献
に
よ
っ
て
六
％
へ
の
到
達
が
可
能
に

な
っ
た
時
期
で
あ
っ
た
、
と
み
る
べ
き

だ
ろ
う
。
通
関
統
計
を
み
る
と
、
特
に

第
二
次
ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
期
（
二
〇
〇
九

～
二
〇
一
四
年
）
に
は
中
国
へ
の
輸
出

が
急
増
し
て
い
た
こ
と
が
分
か
る
。
総

輸
出
額
に
占
め
る
中
国
の
シ
ェ
ア
は

八
・
五
％
（
二
〇
〇
八
年
）
か
ら
一

二
・
四
％
（
二
〇
一
三
年
）
に
増
加
し

●
は
じ
め
に

　

本
稿
で
は
相
対
的
に
高
い
経
済
成
長

率
と
失
業
率
の
低
下
、
そ
し
て
所
得
格

差
の
拡
大
が
観
察
さ
れ
た
ユ
ド
ヨ
ノ
政

権
期
の
経
済
に
つ
い
て
、
四
枚
の
図
と

と
も
に
そ
の
一
〇
年
間
を
振
り
返
る
こ

と
に
す
る
（
本
稿
は
参
考
文
献
①
を
も

と
に
短
く
ま
と
め
な
お
し
た
も
の
で
あ

る
）。

●
六
％
成
長
は
達
成
し
た
が
…
…

―
―
交
易
条
件
の
悪
化

　

ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
期
の
経
済
を
そ
の
前

の
政
権
、
す
な
わ
ち
ア
ブ
ド
ゥ
ル
ラ
フ

マ
ン
・
ワ
ヒ
ド
＝
メ
ガ
ワ
テ
ィ
・
ス
カ

ル
ノ
プ
ト
ゥ
リ
政
権
期
（
一
九
九
九
～

二
〇
〇
四
年
）
と
比
較
し
た
場
合
に
注

目
さ
れ
る
の
は
、
や
は
り
経
済
成
長
率

の
高
さ
で
あ
る
。
ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
期
に

は
実
質
国
内
総
生
産
の
成
長
率
は
平
均

し
て
五
・
九
％
と
、
六
％
近
く
の
経
済

成
長
率
を
達
成
し
た
。
図
１
か
ら
分
か

る
よ
う
に
、
ワ
ヒ
ド
＝
メ
ガ
ワ
テ
ィ
政

権
期
に
は
四
半
期
ベ
ー
ス
で
み
て
成
長

率
が
六
％
を
超
え
た
の
は
わ
ず
か
一
回

の
み
で
、
平
均
四
・
二
％
と
低
迷
し
た

の
と
は
大
き
く
異
な
る
。
し
か
し
、
実

質
国
内
総
所
得
の
成
長
率
を
比
較
す
る

な
ら
ば
、
ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
期
の
成
長
率

図１　経済成長率の推移　　　　　　　　　　
　　　（1991年第１四半期～2014年第４四半期）

（出所）　参考文献①。
（注）�　（A）はスハルト政権末期にあたる1991年から1996年まで、（B）はワ

ヒド＝メガワティ政権期、（C）は第１次ユドヨノ政権期、（D）は第２
次ユドヨノ政権期に該当する。なお、図を見やすくするために、アジア
通貨危機によってマイナス成長を記録した1998年第１四半期から1999
年第１四半期までは図から削除している（1998年第４四半期にはマイナ
ス18.3％を記録している）。
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図２　実質国内総所得の推移（1990～2013年）

（出所）　参考文献①。
（注）　図１参照。
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図
で
み
る
ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
期
の
経
済

―
所
得
と
雇
用
、
格
差
―

東
方 

孝
之
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て
い
る
。
重
量
ベ
ー
ス
で
み
る
と
そ
の

シ
ェ
ア
の
変
化
は
顕
著
で
、
同
期
間
に

一
六
・
七
％
か
ら
四
〇
・
七
％
に
ま
で

急
増
し
て
い
る
。
こ
こ
か
ら
は
実
質
輸

出
の
成
長
に
中
国
の
果
た
し
た
役
割
の

大
き
さ
が
う
か
が
え
よ
う
。

　

成
長
率
の
違
い
を
反
映
し
て
、
図
２

で
は
二
〇
〇
八
年
以
降
の
実
質
国
内
総

所
得
と
実
質
国
内
総
生
産
と
の
乖
離
が

観
察
さ
れ
る
。
こ
れ
は
、
交
易
条
件
の

悪
化
に
と
も
な
う
交
易
損
失
の
発
生
が

あ
っ
た
こ
と
を
意
味
す
る
。
こ
の
交
易

条
件
の
悪
化
（
同
じ
一
単
位
の
財
の
輸

入
の
た
め
に
、
よ
り
多
く
の
輸
出
が
必

要
と
な
っ
て
い
る
こ
と
）
の
背
景
を
探

る
と
、
石
油
燃
料
補
助
金
の
影
響
が
み

え
て
く
る
。
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
は
二
〇
〇

三
年
以
降
、
原
油
・
石
油
製
品
で
み
た

場
合
に
は
貿
易
収
支
（
通
関
ベ
ー
ス
）

は
輸
入
超
過
と
な
っ
て
お
り
、
石
油
・

ガ
ス
部
門
で
み
た
場
合
に
も
二
〇
〇
八

年
お
よ
び
二
〇
一
二
年
以
降
に
、
貿
易

収
支
（
同
）
は
輸
入
超
過
と
な
っ
て
い

る
。
こ
れ
は
国
内
生
産
量
が
減
っ
て
い

た
こ
と
に
加
え
て
、
国
内
で
の
石
油
燃

料
価
格
が
需
給
を
反
映
し
た
価
格
か
ら

大
き
く
乖
離
し
て
低
く
抑
え
ら
れ
て
い

た
こ
と
で
発
生
し
た
問
題
で
あ
っ
た
。

石
油
燃
料
の
低
価
格
政
策
が
、
自
動

車
・
オ
ー
ト
バ
イ
の
販
売
台
数
の
伸
び

と
あ
い
ま
っ
て
、
消
費
量
の
増
大
（
な

ら
び
に
密
輸
出
の
頻
発
）、
そ
し
て
輸

入
増
を
招
い
て
い
た
。
こ
れ
が
交
易
条

件
の
悪
化
・
交
易
損
失
の
拡
大
を
通
じ

て
、
実
質
国
内
総
所
得
の
実
質
国
内
総

生
産
か
ら
の
乖
離
、
す
な
わ
ち
購
買
力

で
み
た
実
質
所
得
の
海
外
へ
の
漏
出
を

引
き
起
こ
し
て
い
た
と
考
え
ら
れ
る
。

　

交
易
条
件
の
悪
化
の
み
な
ら
ず
、
石

油
燃
料
補
助
金
は
、
経
常
収
支
の
赤
字

と
財
政
赤
字
の
要
因
で
も
あ
っ
た
。
加

え
て
、
石
油
燃
料
補
助
金
は
高
所
得
層

ほ
ど
恩
恵
に
あ
ず
か
っ
て
い
る
と
い
う

逆
進
性
も
常
々
指
摘
さ
れ
て
い
た
。
ユ

ド
ヨ
ノ
政
権
は
、
財
政
赤
字
が
法
律
で

定
め
ら
れ
た
上
限
を
超
え
る
可
能
性
が

あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
三
回
に
わ
た
っ
て

補
助
金
の
削
減
を
実
施
し
た
も
の
の
、

抜
本
的
解
決
に
着
手
す
る
こ
と
は
な
か

っ
た
。

●
失
業
率
の
改
善
と
所
得
格
差
の

拡
大

　

経
済
成
長
率
に
次
い
で
ユ
ド
ヨ
ノ
政

権
期
経
済
の
特
徴
と
し
て
注
目
す
べ
き

点
と
し
て
は
、
失
業
率
の
改
善
が
挙
げ

ら
れ
よ
う
。
ワ
ヒ
ド
＝
メ
ガ
ワ
テ
ィ
政

権
期
に
失
業
率
は
悪
化
し
続
け
た
が
、

賃
金
デ
ー
タ
を
み
る
と
、
同
時
期
に
、

最
低
賃
金
水
準
の
高
い
上
昇
率
と
そ
れ

に
と
も
な
う
名
目
賃
金
・
実
質
賃
金
の

上
昇
が
観
察
さ
れ
る
。
さ
ら
に
、
実
質

賃
金
と
労
働
生
産
性
と

を
成
長
率
で
比
較
す
る

と
、
基
本
的
に
は
前
者

が
後
者
を
上
回
っ
て
い

た
時
期
で
あ
っ
た
こ
と

が
分
か
る
（
図
３
）。

　

標
準
的
な
経
済
理
論

の
も
と
で
は
、
賃
金
水

準
は
労
働
生
産
性
に
よ

っ
て
決
定
さ
れ
る
と
考

え
ら
れ
て
い
る
。
そ
の

た
め
、
実
質
賃
金
上
昇

率
が
労
働
生
産
性
の
成

長
率
を
上
回
っ
て
い
た

ワ
ヒ
ド
＝
メ
ガ
ワ
テ
ィ

政
権
期
に
は
、
コ
ス
ト

増
か
ら
企
業
は
雇
用
を

減
ら
し
て
い
た
と
思
わ

れ
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、

ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
期
に
入

る
と
最
低
賃
金
の
上
昇

率
が
ワ
ヒ
ド
＝
メ
ガ
ワ

テ
ィ
政
権
期
を
下
回
る

よ
う
に
な
り
、
ま
た
、

基
本
的
に
は
実
質
賃
金

の
上
昇
率
が
労
働
生
産

性
の
成
長
率
を
下
回
っ

て
い
た
こ
と
が
観
察
さ

れ
る
。
こ
れ
に
よ
り
失

業
率
が
改
善
さ
れ
た
と

み
ら
れ
る
。

図３　失業率と実質賃金・労働生産性比率の推移
（1990～2013年）　　　　　　　　

（出所）　参考文献①。
（注）　図１参照。
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（出所）　参考文献①。
（注）　図１参照。
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失
業
率
が
大
幅
に
減
少
し
た
一
方
で
、

ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
期
に
は
貧
困
人
口
比
率

の
削
減
は
進
ま
な
か
っ
た
。
第
二
次
ユ

ド
ヨ
ノ
政
権
発
足
後
に
発
表
さ
れ
た
国

家
中
期
開
発
計
画
で
は
一
四
・
二
％

（
二
〇
〇
九
年
）
の
貧
困
人
口
比
率
を

二
〇
一
四
年
ま
で
に
一
〇
％
以
下
へ
引

き
下
げ
る
、
と
い
う
目
標
を
掲
げ
て
い

た
が
、
一
一
・
三
％
（
二
〇
一
四
年
）

に
と
ど
ま
っ
た
。
特
に
二
〇
一
三
年
か

ら
二
〇
一
四
年
に
か
け
て
は
〇
・
一
％

ポ
イ
ン
ト
し
か
下
が
っ
て
お
ら
ず
、
そ

の
失
速
傾
向
が
如
実
に
出
た
。

　

貧
困
人
口
比
率
の
削
減
が
進
ま
な
か

っ
た
の
は
な
ぜ
だ
ろ
う
か
。
そ
の
理
由

の
ひ
と
つ
に
所
得
格
差
の
拡
大
が
指
摘

さ
れ
て
い
る
。
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
所
得

格
差
に
つ
い
て
は
一
人
あ
た
り
消
費
額

を
用
い
て
計
算
さ
れ
た
ジ
ニ
係
数
と
い

う
格
差
指
標
（
１
に
近
い
ほ
ど
不
平
等

度
が
高
い
こ
と
を
示
す
）
で
み
る
こ
と

が
多
い
。
そ
の
値
は
ワ
ヒ
ド
＝
メ
ガ
ワ

テ
ィ
政
権
期
の
〇
・
三
三
（
二
〇
〇
二

年
）
か
ら
第
一
次
ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
末
に

は
〇
・
三
七
（
二
〇
〇
九
年
）、
そ
し

て
第
二
次
ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
末
に
は
〇
・

四
一
（
二
〇
一
三
年
）
と
上
昇
ト
レ
ン

ド
に
あ
る
こ
と
が
確
認
で
き
る
。
こ
の

よ
う
に
所
得
格
差
が
拡
大
す
る
と
、
同

じ
一
％
の
経
済
成
長
率
に
対
し
て
貧
困

人
口
比
率
は
低
下
し
に
く
く
な
る
。

　

そ
れ
で
は
な
ぜ
所
得
格
差
は
拡
大
し

た
の
だ
ろ
う
か
。
こ
こ
で
は
技
能
偏
向

的
技
術
進
歩
が
一
因
と
な
っ
て
い
る
可

能
性
を
指
摘
し
て
お
き
た
い
。
産
業
の

高
度
化
に
と
も
な
い
、
例
え
ば
ア
メ
リ

カ
合
衆
国
で
は
低
技
能
労
働
者
（
中
等

教
育
修
了
者
）
と
比
較
し
て
高
技
能
労

働
者
（
高
等
教
育
修
了
者
）
の
賃
金
が

よ
り
高
ま
る
傾
向
が
観
察
さ
れ
て
い
る
。

こ
れ
は
よ
り
技
術
の
高
い
労
働
者
へ
の

需
要
が
伸
び
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。イ
ン

ド
ネ
シ
ア
に
お
い
て
も
、例
え
ば
実
質

国
内
総
生
産
を
生
産
部
門
別
で
み
た
場

合
に
は
、通
信
業
が
二
桁
成
長
を
続
け

て
い
る
よ
う
に
、産
業
の
高
度
化
が
進

ん
で
お
り
、よ
り
高
度
な
技
術
を
持
っ

て
い
る
労
働
者
の
需
要
は
イ
ン
ド
ネ
シ

ア
で
も
高
ま
っ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

　

図
４
か
ら
は
、
中
等
教
育
修
了
者
と

比
較
し
た
場
合
に
、
高
等
教
育
修
了
者

の
賃
金
が
伸
び
続
け
て
い
る
こ
と
が
分

か
る
。
高
等
教
育
修
了
者
の
賃
金
は
、

ワ
ヒ
ド
＝
メ
ガ
ワ
テ
ィ
政
権
期
に
は
中

等
教
育
修
了
者
の
一
・
八
倍
程
度
で
あ

っ
た
が
、
二
〇
一
三
年
に
は
二
・
二
倍

を
超
え
る
ま
で
に
増
加
し
て
い
る
。
そ

の
間
、
労
働
者
に
占
め
る
高
等
教
育
修

了
者
の
割
合
が
増
え
て
い
る
に
も
関
わ

ら
ず
、
そ
の
賃
金
が
中
等
教
育
修
了
者

と
比
較
し
て
上
昇
し
続
け
て
い
る
こ
と

か
ら
、
高
等
教
育
修
了
者
に
対
す
る
需

要
に
み
あ
う
よ
う
な
供
給
が
ま
だ
不
十

分
で
あ
る
こ
と
が
示
唆
さ
れ
る
。

●
お
わ
り
に

　

ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
期
経
済
の
分
析
か
ら
は
、

石
油
燃
料
補
助
金
の
削
減
が
イ
ン
ド
ネ

シ
ア
経
済
に
と
っ
て
き
わ
め
て
重
要
な

課
題
で
あ
っ
た
こ
と
が
分
か
る
。
拡
大

す
る
所
得
格
差
に
対
処
す
る
た
め
に
は

例
え
ば
所
得
再
分
配
政
策
の
拡
充
が
考

え
ら
れ
る
が
、
そ
の
原
資
と
し
て
税
収

を
引
き
上
げ
る
に
は
時
間
を
要
す
る
た

め
、
短
期
的
に
は
歳
出
を
絞
り
込
む
こ

と
が
必
要
不
可
欠
と
な
る
。
そ
の
た
め

に
は
財
政
を
圧
迫
し
て
き
た
石
油
燃
料

補
助
金
予
算
の
削
減
は
避
け
ら
れ
な
い
。

　

ジ
ョ
コ
ウ
ィ
大
統
領
は
そ
の
選
挙
公

約
の
な
か
で
燃
料
補
助
金
の
削
減
を
主

張
し
て
い
た
が
、
就
任
後
の
一
一
月
、

実
際
に
削
減
に
踏
み
切
っ
た
。
さ
ら
に

二
〇
一
五
年
一
月
一
日
、
ガ
ソ
リ
ン
に

つ
い
て
は
補
助
金
を
廃
止
、
軽
油
や
灯

油
に
つ
い
て
は
補
助
金
額
を
固
定
し
た

う
え
で
、
国
際
市
場
価
格
に
あ
わ
せ
て

価
格
が
一
定
の
幅
を
も
っ
て
変
更
で
き

る
よ
う
に
し
た
。
歴
史
に
残
る
政
策
転

換
だ
と
い
っ
て
も
よ
い
だ
ろ
う
。
二
〇

一
五
年
度
補
正
予
算
を
み
る
と
、
燃
料

補
助
金
は
二
七
六
兆
ル
ピ
ア
（
歳
出
総

額
の
約
一
五
％
）
か
ら
六
五
兆
ル
ピ
ア

に
引
き
下
げ
ら
れ
、
イ
ン
フ
ラ
整
備
に

は
一
〇
〇
兆
ル
ピ
ア
増
の
二
九
〇
兆
ル

ピ
ア
が
充
て
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。

さ
ら
に
国
際
的
に
原
油
価
格
が
下
が
っ

て
い
る
こ
と
か
ら
、
交
易
条
件
が
改
善

す
る
機
会
に
恵
ま
れ
て
い
る
と
い
え
よ

う
。
こ
れ
が
実
質
国
内
総
所
得
お
よ
び

民
間
消
費
の
成
長
に
つ
な
が
れ
ば
、
現

政
権
が
目
標
と
す
る
野
心
的
な
七
％
成

長
も
現
実
味
を
帯
び
て
く
る
だ
ろ
う
。

　

し
か
し
、
足
元
の
経
済
状
況
を
み
る

と
、
二
〇
一
五
年
上
半
期
の
経
済
成
長

率 

は
二
期
連
続
で
四
・
七
％
と
、
世

界
的
金
融
危
機
の
影
響
を
受
け
た
二
〇

〇
九
年
以
来
の
低
い
水
準
に
落
ち
込
ん

で
お
り
、
ジ
ョ
コ
ウ
ィ
政
権
は
ス
タ
ー

ト
か
ら
躓
い
た
か
た
ち
と
な
っ
て
い
る

（
詳
細
に
つ
い
て
は
本
誌
の
水
野
論
文

を
参
照
の
こ
と
）。
経
済
の
回
復
に
向

け
て
ど
の
よ
う
な
政
策
を
打
ち
出
す
の

か
。
ジ
ョ
コ
ウ
ィ
大
統
領
の
手
腕
が
試

さ
れ
て
い
る
。

（
ひ
が
し
か
た　

た
か
ゆ
き
／
ア
ジ
ア

経
済
研
究
所　

東
南
ア
ジ
ア
Ⅰ
研
究
グ

ル
ー
プ
）
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